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等教育については，1949年 5月 28日改正と 6月 25日改正の説明があった。また，学習指導要領
編修委員会と教育課程審議会との関係についての質問があり，木宮幹事及び大島初等教育課長よ
り，「今のところ関係ない」と説明があった 24。






教科等 1 2 3 4 5 6
国語 175 210 210 245 210–245 210–245
社会 140 140 175 175 175–210 175–210
算数 105 140 140 140–175 140–175 140–175
理科  70  70  70 105 105–140 105–140
音楽  70  70  70  70–105  70–105  70–105
図画工作 105 105 105  70–105  70  70
家庭 105 105
保健体育 105 105 105 105 105 105
選択学習  70–140  70–140  70–140
図表 3　1949年法律案の小学校教科表















その後，1950年 2月 10～ 11日には，都道府県の指導者を集めて小学校教育課程研究協議会（主
催：文部省，会場：茨城県，参加の都府県：北海道，青森，岩手，宮城，福島，山形，秋田，新潟，











国 語 140–210 140–210 140–210
習 字 35–70 35–70
社 会 140–210 105–175 140–210
国 史  35–105  35–105
数 学 140–175 105–175 104–175
理 科 105–175 140–175 140–175
音 楽  70–105  70–105  70–105
図 画 工 作  70–105  70–105  70–105
職 業 家 庭 105–175 105–175 105–175
保 健 体 育 105–140 105–140 105–140





外 国 語 140–210 140–210 140–210
職 業 家 庭 105–140 105–140 105–140
その他の教科  35–210  35–210  35–210


















































関する法律案」の動向である。その一部の章だけ（第 2章　小学校，第 3章　中学校，第 4章　高




る 29。もともとの法律案は，昭和 24年 2月 3日「学校基準法案」として立案されていたが 30，同































































































































それでも児童生徒の発達をふまえ，学年毎の総時間数については，1～ 2年生 870時間，3～ 4年








第 1第 2学年 第 3第 4学年 第 5第 6学年
国　　語
算　　数 45～ 40％ 45～ 40％ 40～ 35％
社　　会
理　　科 20～ 30％ 25～ 35％ 25～ 35％
音　　楽
図画工作 20～ 15％ 20～ 15％ 25～ 20％
家　　庭
体　　育  15%  10%  10%
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